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を禁止した
規定ゆえ，軍関係の労務の提供
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」，「地位協定第５条
0 0 0 0 0 0 0
は，『米軍が入港料・着陸料を課されずに日本の港又は飛行場に出入し得る』との条件を
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定めるのみであり，この規定を根拠として米軍が日本国内から戦闘作戦行動に及ぶ余地が
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
生じるとは考えられない
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
」（9）と答弁した。また，同じ国会で高辻は，「（米軍の）補給活動は，
 0 0 0 0 0 0 0 0
戦闘作戦行動と区別する性質のものであり，（米軍の軍艦・軍用機等が）単に燃料を積む
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
だけでは戦闘作戦行動とは言い難い
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した後に，ベトナムの戦闘に関与する可能性はある
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きだろう
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して再度10年延長する
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と関係しない政策上の問題だとするのは，場合によっては米軍が核兵器を日本に持ち込む
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のも構わないような抜け途を準備しているような誤解を招く
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む場合，これに日本政府が同意を与えるということは，憲法に違反する
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を米国が日本に持ち込む場合，これに日本の政府が同意を与えても，憲法に違反しない
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あっても性能上国土を守ることにのみ用いられるのであれば保有して悪いという理論上の
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根拠はないが，仮に通常兵器であっても，相手国の領土を壊滅的に破壊する目的で使用す
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
るようなものは保持し得ないというのが理論上の問題である
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」ものの，「核兵器について
は，仮にこれを憲法上保持し得るとしても政策上持たないとする





















































（44）	 Memocon,	Sato	and	Johnson,	 January12,	 1965.	NSF,	CO,	 Japan,1/11-14/65	Satoʼs	Visit	Memo	＆	Cables,	
Box253,	Lyndon	B.	Johnson	Library.
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られるか否かは別の問題である
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協議においてその都度処理される事案なので，生起し得る事態を予想して答弁するのは，
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この場では厳しい
















































































































































（78）	 Address	 at	 the	University	 of	 Hawaii,	 December7,	 1975.	 Public	Papers of the Presidents: Gerald Ford,	
1975.	pp1950-1955.
（79）	 高辻『憲法講説』良書普及会，1960年，84頁。
242─　 ─
国政府にも明らかなところであるから，・・・・日本政府の承認なしに核兵器が（日本に）
持ち込まれることはありえない」（80）と，安保条約及びその関連諸取極が日本の安全保障に
とって有効に働き得るとする旨を記していた。
しかし，法制官僚が答弁する際に依拠した日米安保条約等の諸法規・取極は，「極東の
範囲」，「事前協議」に際しての日本側の拒否権等に，曖昧な面を多く残していた。それら
を可能な限り米軍に利するような形で解釈・運用を図ったことは，軍事面での対米協力を，
その後一層拡大する事態をもたらしたのである。
（受理日：平成26年７月18日）
（校了日：平成26年８月26日）
（80）	 林『法律夜話：憲法第９条と安保条約』時事問題研究所，1968年，75頁。
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〔抄　録〕
ベトナム戦争及び沖縄返還前後の時期，法制官僚は，「基地・労務・物品等を日本側が
米軍に提供する際，『戦闘に関与しない』という枠の幅を，可能な限り拡大して米軍側か
らの要望に応える」という姿勢で答弁及びそれを裏付ける法律・条約等の解釈に臨んだ。
その一方で彼らは，「自衛隊による米軍の支援は非軍事面に限る」，「自衛隊は武力の行使
を伴う国連軍の活動には参加しない」，「核兵器は，非核三原則に基づく政策上の判断から
保有しない」と，軍事面での活動や軍備の範囲について一定の制約を設ける旨を表明した。
そのような姿勢は，「非軍事という範囲内で可能な限り米軍に協力する代償として，米軍
（及びその保有する核兵器）に日本の防衛を委ねる」とする日米両国政府の思惑と軌を一
にしていた。
しかし，法制官僚が答弁する際に依拠した日米安保条約等の諸法規・取極は，「極東の
範囲」，「事前協議」に際しての日本側の拒否権等に，曖昧な面を多く残していた。それら
を可能な限り米軍に利するような形で解釈・運用を図ったことは，軍事面での対米協力を，
その後一層拡大する事態をもたらしたのである。

